
監 査 結 果 公 告

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第１項の規定に基づく監査請求に

ついて、監査を行ったので、同条第４項の規定により、その結果（平成２３年８月１日

付けで請求人に通知）を次のとおり公表します。

平成２３年８月５日

奈良県監査委員  野 隆 信

同 南 田 昭 典

同 鍵 田 忠兵衛

同 森 川 喜 之

第１ 監査の請求

住所 北城郡王寺町太子一丁目１０番１５号

氏名 一村 哲司 外８名

１ 請求書の提出

平成２３年６月６日

２ 請求の要旨

監査請求書及び陳述の内容から、請求の要旨を概ね次のとおりと解した。

(1) 措置要求事項

奈良県知事に対し、不適正な経理処理のため国に返還することになった返還金

に課され支出した加算金３３，７５７千円について、関係職員等にその責任に応

じ県に賠償させるよう勧告することを求める。

(2) 請求の理由

今回、奈良県の自主調査及び会計検査院実地検査において不適正な経理処理と

して指摘された金額は１８５，２９１千円、その内、国庫補助事業として認めら

れず国庫へ返還することとなった金額は８２，２１２千円、ペナルティとして課

される加算金は３３，７５７千円である。（協議中を含む）

県は多額の返還金、加算金の財源を確保するため、平成２２年２月議会におい

て一般会計補正予算８７，９０６千円を計上した。しかし、議会での説明及び予



算説明書では加算金についての釈明は見られない。県民に対して何らの説明もな

く返還金の中に隠されたまま処理されている。加算金には年率１０．９５％もの

高利のペナルティがかかることは、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）で定められてい

る周知な罰則規定である。加算金は法律に基づくものであるが、本来、不正・不

適正な行為が無ければ全く発生しない費用である。しかるにその責任が問われる

こともなく、全額公費で支払い、関係者にお構いなしでは県民感情を無視するこ

と甚だしく、許されるものではない。今回の不正経理は諸ルールに反するだけで

なく、公務員の服務規律に背くものでもあり、関係者の責任は重く、損害賠償の

責めは避けられない。

不適正な経理処理を行った関係職員等は不必要な公金支出により奈良県が被っ

た損害を賠償する責任がある。

３ 事実証明書

別紙のとおり。

第２ 請求の受理

知事に対し、不適正な経理処理を行った関係職員等に対する加算金等（適正化法

の適用を受けるものについては同法第１９条に基づく加算金、同法の適用を受けな

いものについては民法（明治２９年法律第８９号）上の延滞金等。以下同じ。）の

支出相当額の賠償請求を行うことを求める旨の請求のうち、平成２２年６月６日以

後に支出した加算金等１１０，３０４円に係る請求は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号。以下「法」という。）第２４２条で定める要件を備えているのでこれ

を受理し、その余の請求については同条に規定する要件を満たしていないのでこれ

を却下した。

理由は以下のとおりである。

１ 加算金等の支出額について

本件監査請求は、会計検査院が実施した会計実地検査（以下「会計実地検査」と

いう。）並びに県が自主調査として実施した不適正支出にかかる調査委員会（副知

事を委員長、総務部長を副委員長、関係部局長を委員とする。）による調査（以下



「自主調査（前期）」という。）及び経理処理に関する調査チームによる調査（以

下「自主調査（後期）」という。）で指摘があった国庫補助事業等の不適正な経理

処理に起因して、加算金等を支出し、県に加算金等の支出相当額の経済的な負担が

生じたのであるから、不適正な経理処理を行った関係職員等に対して、加算金等の

支出相当額について、賠償請求を行うことを求める旨の請求であると解するところ

である。

そこで、国庫補助事業等の不適正な経理処理に起因する加算金等の支出について、

県の支出の事務を所管する会計局に対し照会を行ったところ、平成２３年６月１３

日付で、当該支出の額は、３０，４２０，６５６円であるとの回答を得た。

なお、請求人は、加算金等を３３，７５７千円として、その措置を求めており、

上記の会計局からの回答の額と乖離が見られるが、監査請求書に添付された事実証

明書から、請求人が措置を求める３３，７５７千円には、加算金等の一部が協議中

の未確定なものであったこと及び加算金等とは異なる、後進地域の開発に関する公

共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律（昭和３６年法律第１１２号）等に

基づく補助率差額に係る補助金の返還金が含まれていることにより、乖離が生じた

ものと解するところである。

２ 住民監査請求の請求期間について

(1) 法第２４２条第２項本文について

法第２４２条第２項本文では、住民監査請求は「当該行為のあつた日又は終わ

つた日から一年を経過したときは、これをすることができない。」と規定されて

いる。

同項本文について、昭和６３年４月２２日の最高裁判所の判決では、「普通地

方公共団体の執行機関・職員の財務会計上の行為は、たとえそれが違法・不当な

ものであつたとしても、いつまでも監査請求ないし住民訴訟の対象となり得ると

しておくことが法的安定性を損ない好ましくないとして、監査請求の期間を定め

た。」と判示されている。

そして、本件監査請求と同様に加算金等の支出が損害であるとし、当該加算金

等の支出の原因となる不正な財務会計行為の専決権者に対する賠償責任の有無等

が争われた平成１４年４月１５日名古屋高等裁判所金沢支部の判決によると、「



本件旅費支出の日から１年を経過しても、加算金等の納付の日から１年以内であ

れば、本件旅費支出に基づく損害賠償請求権（ただし、加算金等相当額の損害に

限る。）の不行使の是正を求める監査請求は可能と解される。」と判示されてい

る。

上記の名古屋高等裁判所金沢支部の判決から、本件監査請求においても、加算

金等の支出の日を当該行為のあった日として、それから１年以内に監査請求され

たのかどうかについて、平成２３年６月１３日付の会計局からの回答を基に確認

したところ、加算金等の支出額３０，４２０，６５６円のうち、３０，３１０，

３５２円は平成２２年６月５日以前に支出され、残りの１１０，３０４円は平成

２２年６月６日以後に支出されたものであると確認した。

従って、加算金等の支出額３０，４２０，６５６円のうち、３０，３１０，３

５２円に係る請求については、法第２４２条第２項本文で規定する当該行為のあ

った日から１年を越えたものであり、同項本文の規定に定める要件を満たさない

監査請求である。

(2) 法第２４２条第２項ただし書について

法第２４２条第２項ただし書では、「ただし、正当な理由があるときは、この

限りでない。」と規定されている。

そして、請求人は、平成２３年６月２３日の陳述において、会計局から加算金

の支出に関する資料を受け取ったのが平成２３年２月８日であるので、加算金の

支出から１年を越えたものについても同項ただし書で規定する正当な理由がある

旨主張している。

ところで、平成１４年９月１７日の最高裁判所の判決によると、正当な理由の

有無は、特段の事情のない限り、普通地方公共団体の住民が相当の注意力をもっ

て調査すれば客観的にみて監査請求をするに足りる程度に当該行為の存在及び内

容を知ることができたと解される時から相当な期間内に監査請求をしたかどうか

によって判断すべきものとされている。

そこで、本件監査請求について、法第２４２条第２項ただし書で規定する正当

な理由の有無について検討したところ、自主調査（前期）の結果等が平成２１年

３月１８日付けで、自主調査（後期）の結果等が平成２２年３月２日付けで県の



ホームページに掲載されており、それぞれ不適正な経理処理の件数、金額、内容

等が掲載されていた。また、平成２２年３月２日付けで掲載された自主調査（後

期）の結果等には、加算金等の見込額についても掲載されていたことが認められ

た。さらに、自主調査（前期）の結果等が平成２１年３月１８日に報道提供され

て以降、新聞等で、不適正な経理処理に関連する多数の報道がされていたことも

認められた。そうすると、奈良県の住民が相当の注意力をもって調査すれば、遅

くとも平成２２年３月２日には、請求人が本件監査請求で指摘する、不適正な経

理処理の内容並びにそれに伴い県が国に対し加算金等を支出したこと及び今後支

出する予定であることを知ることができたと解される。

本件監査請求は、平成１４年９月１７日の最高裁判所の判決でいう、奈良県の

住民が相当の注意力をもって調査すれば客観的にみて監査請求をするに足りる程

度に当該行為の存在及び内容を知ることができたと解される時から１年以上経過

してされたものであり、同判決でいう相当な期間内に請求されたものと解するこ

とはできないので、正当な理由を認めることはできない。

以上のことから、不適正な経理処理を行った関係職員等に対する加算金等の支

出相当額の賠償請求を行うことを求める旨の請求のうち、平成２２年６月５日以

前に支出した加算金等の支出相当額３０，３１０，３５２円に係る請求は法第２

４２条第２項で定める要件を満たさない不適法な請求であると判断する。

第３ 監査の実施

１ 請求人の証拠の提出及び陳述

平成２３年６月２３日、法第２４２条第６項の規定により、証拠の提出及び陳述

の機会を設けた。

請求人は、陳述において本件請求の趣旨の補足説明を行うとともに、会計局から

加算金等の支出に関する資料を受け取ったのが平成２３年２月８日であるので、加

算金等の支出から１年を越えたものについても正当な理由がある旨述べた。

２ 監査対象事項

請求書の記載事項及び請求人の陳述内容等を踏まえ、国庫補助事業等の不適正な



経理処理を行った関係職員等において、平成２２年６月６日以後に、不適正な経理

処理に起因して支出した加算金等の支出相当額１１０，３０４円についての賠償責

任が認められるのか否かを監査対象事項とした。

３ 監査対象部局

地域振興部、健康福祉部、医療政策部、農林部及び会計局

４ 監査資料及び監査対象部局の陳述等から確認した内容

監査対象部局に対して、監査資料の提出を求めるとともに、平成２３年６月３０

日に会計局から陳述を聴取した。

監査対象部局から提出された監査資料及び会計局の陳述等の内容は概ね次のとお

りである。

(1) 会計実地検査及び県の自主調査（前期・後期）の概要

本件監査請求に係る不適正な経理処理は、会計実地検査及び県の自主調査（前

期・後期）で指摘されたものであり、会計実地検査等の概要は以下のとおりであ

る。

なお、会計実地検査では、職員の私的流用が指摘された事案はない。また、自

主調査（前期・後期）では、私的な使用・支出をうかがわせる事実は確認されず、

全て公務に関連する支出であったと確認されている。

ア 会計実地検査の概要

項目 内容

実施期間 平成２０年１０月２７日（月）～３１日（金）

目的 平成１８年次検査において一部の府県で事務費の不適正経理が明

らかになったことを受け、複数年かけて全国を検査し、発生原因

を多角的に検証



対象 平成１４年度～平成１９年度の国土交通省及び農林水産省所管の

事業、事務費のうち、需用費（物品購入等）・賃金・旅費

検査方法 支出関連書類の検査及び物品納入業者より徴収した売上帳・得意

先元帳（写し）の検査

検査結果 契約した物品が納入されていないのに納入されたこととして虚

の要旨 偽の内容の関係書類を作成するなど不適正な経理処理を行って国

庫補助事務費等に係る需用費を支払ったり、補助の対象とならな

い用途に支払った賃金又は旅費に国庫補助事務費等を充当したり

していた。

このような事態が生じたのは、国庫補助事務費等の適正な会計

経理に関する認識が十分でなかったこと、国庫補助事務費等は当

該年度の国庫補助事業の施行にあたり直接必要な経費に限られる

ことの認識が十分でなかったことによると認められる。

イ 自主調査（前期・後期）の概要

項目 内容

実施期間 前期 平成２０年１１月～平成２１年３月

後期 平成２１年８月～平成２２年３月

目的 平成２０年の会計実地検査で１２道府県の不正経理が発覚し

たこと及び本県での会計実地検査の受検をきっかけに、国土交

通省・農林水産省以外の補助関連部署も加えて、不適正な経理

処理を行った事案がないのかの実態把握



対象 国庫・県単を問わず、需用費（物品購入等）・賃金・旅費に

ついて、知事部局・各行政委員会事務局・水道局・医科大学を

対象

（自主調査（前期）は、平成１５年度～平成２０年度前期分が

対象。自主調査（後期）は、平成２０年度後期分が対象。）

調査方法 支出関連書類のチェック及び職員からの聞き取り調査並びに納

入業者からの売上データの収集・県支出証拠書類との突合及び

聞き取り調査

調査結果の 前期 「不適正な支出」・「経理処理手続が誤っていたもの

要旨 」があったが、私的な使用・支出をうかがわせる事実は

確認されず、全て公務に関連する支出であった。

「不適正な支出」として、事務費の業者預け金、支出

内容と異なる物品の購入等、会計手続に基づく意思決定

が適切に行われていなかったものがあり、「経理処理手

続が誤っていたもの」として、①納品日が年度をまたい

だ購入、②国庫補助・国庫委託の対象となる範囲を誤っ

ていた支出（賃金・旅費・需用費）があった。

後期 後期分で判明したものは、「経理処理手続が誤ってい

たもの」であり①納品日が年度をまたいだ購入、②国庫

補助・国庫委託の対象となる範囲を誤っていた支出（賃

金・旅費）があった。

(2) 不適正な経理処理の発生の原因

不適正な経理処理の発生の原因について、会計実地検査において、次のような

指摘がされている。



ア 本県における会計実地検査

「実地検査の結果について」（平成２１年９月９日２１５普第２６４号、平

成２１年９月９日２１５普第２７０号）では、本県の会計実地検査における検

査実施上の所見として、「このような事態が生じていたのは、貴県において、

国庫補助事務費等の適正な会計経理に関する認識が十分でなかったこと、国庫

補助事務費等は当該年度の国庫補助事業の施行に当たり直接必要な経費に限ら

れることの認識が十分でなかったことなどによると認められる。」と指摘して

いる。

イ ６５都道府県市における会計実地検査

平成２２年１２月８日付の「会計検査院法第３０条の２に基づく国会及び内

閣への随時報告」（以下「随時報告」という。）では、本県を含む６５都道府

県市に対する検査結果として、不適正な経理処理の発生の原因について、次の

ように指摘している。

(ｱ) 需用費の支払い

発生原因としては、私的流用ではなく、事務手続の省力化等になるのであ

れば多少の手続のかしは許されるとするなど公金取扱いの重要性に対する認

識が欠如していたこと、交付を受けた補助金等は返還が生じないようにすべ

てを使い切らなければならないという意識が会計法令を遵守しなければなら

ないという意識より優先していたことなどが挙げられる。また、契約事務と

検収事務を同一の担当者が行っていたために、検収事務が形がい化して、契

約した物品が納入されていないのに納入されたとして経理処理することが安

易にできたなど会計事務手続に問題があり、内部統制が機能していなかった

ことが挙げられる。

(ｲ) 賃金の支払い

発生原因としては、国庫補助事務費等で支払える賃金の範囲を拡大解釈し

ていたこと、補助事業の目的どおりに使用することの認識が十分でなかった

こと、臨時職員が配属された課室の所掌する業務内容の把握が十分でなかっ



たことなどが挙げられる。

(ｳ) 旅費の支払い

発生原因としては、国庫補助事務費等で支払える旅費の範囲を拡大解釈し

ていたこと、補助事業の目的どおりに使用することの認識が十分でなかった

こと、出張の用務内容の把握が十分でなかったことなどが挙げられる。

(3) 加算金等の支出手続及び支出状況

ア 加算金等の支出手続

自主調査で不適正な経理処理であると指摘されたものについて、適正化法の

適用を受ける補助金については、所管省庁と協議を行ったうえで、所管省庁か

ら、同法に基づく、補助金の交付決定の取消（同法第１７条）、それに伴う補

助金の返還（同法第１８条）及び加算金の納付（同法第１９条）を命じられ、

これに従い、補助金の返還及び加算金の支出を行ったものである。また、適正

化法の適用を受けない国庫委託金等についても、所管省庁と協議を行ったうえ

で、所管省庁による地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）の規定に基づく

返還命令及び返還通知等に従い、国庫委託金等を返還するとともに、民法第７

０４条の規定等により、同法第４０４条の規定による法定利率の延滞金等を納

付したものである。

イ 加算金等の支出の原因となった不適正な経理処理

所管省庁との協議の結果、加算金等の支出の原因となった不適正な経理処理

の内容及び額（ただし、加算金等の支出日が平成２２年６月６日以後のものに

係るものに限る。）は次表のとおりである。

旅費 需用費

国庫補助事業等の対 翌年度に納品された 合計

象となる範囲を誤っ ものを当年度に納品



た旅費の支出 されたとして処理

地域振興部 ７５，２６０円 － ７５，２６０円

健康福祉部 ２８６，０２０円 － ２８６，０２０円

医療政策部 ３１，２８０円 １５７，５４８円 １８８，８２８円

農林部 ４２，４４０円 － ４２，４４０円

合計 ４３５，０００円 １５７, ５４８円 ５９２，５４８円

ウ 加算金等の支出状況

不適正な経理処理に起因する加算金等の支出状況（ただし、支出日が平成

２２年６月６日以後のものに限る。）は次表のとおりである。

部局 所管省庁 加算金等の支出額

地域振興部 総務省 １９，８５８円

健康福祉部 厚生労働省 ４６，９４７円

医療政策部 厚生労働省 ３９，８３４円

農林部 農林水産省 ３，６６５円

合計 － １１０，３０４円



(4) 職員の賠償責任

自主調査の結果を踏まえ、不適正な経理処理に関する職員の賠償責任の判断に

ついては、平成２１年３月１８日に不適正支出にかかる調査委員会として判断し、

知事の了承を得ている。一連の不適切とされる経理処理については、同委員会の

調査の結果、私的な使用・支出をうかがわせる事実は確認されず、いずれも県の

業務執行に充てられた公務に関連する支出であったことから、職員の故意または

重大な過失があったとは認められず、従って、行為の権限を有する職員が法第２

４３条の２第１項の賠償責任を負うことはないと判断した。

(5) 再発防止に向けた取組

不適正な経理処理の再発を防止するため、職員の意識改革を目的として、管理

監督者の実務研修等の研修を実施している。また、県庁内に用品センターを開設

する等、財務・会計事務の見直しを行った。さらに、物品購入システムの導入及

び物品等調達管理台帳を整備することで、物品等調達事務手続を見直しするとと

もに、会計局において県庁物品等の一括検収を行う等、検収手続の見直しを実施

している。

その他、検査体制を強化する等の取組を実施している。

第４ 監査結果

本件請求の監査結果は、次のとおり決定した。

本件請求のうち第２において適法であるとして受理した請求に係る措置要求は、

理由のないものとして棄却する。

以下、その理由について述べる。

１ 法第２４３条の２の規定について

本件監査請求は、不適正な経理処理を行った関係職員等に対し、県が適正化法等

に基づいて国に支出した加算金等の支出相当額の賠償請求を行うことを求める旨の

請求であると解するところであるが、支出負担行為及び支出命令等の権限を有する

職員等の当該行為についての賠償責任に関して、法第２４３条の２第１項では、支

出負担行為及び支出命令等の権限を有する職員またはその権限に属する事務を直接



補助する職員で普通地方公共団体の規則で指定したものが故意または重大な過失に

より法令の規定に違反して当該行為をしたことまたは怠ったことにより普通地方公

共団体に損害を与えたときは、損害を賠償しなければならない旨規定されている。

同条の規定について、昭和６１年２月２７日の最高裁判所の判決では、「同条の

趣旨とするところは、同条１項所定の職員の職務の特殊性に鑑みて、同項所定の行

為に起因する当該地方公共団体の損害に対する右職員の賠償責任に関しては、民法

上の債務不履行又は不法行為による損害賠償責任よりも責任発生の要件及び責任の

範囲を限定して、これら職員がその職務を行うにあたり畏縮し消極的となることな

く、積極的に職務を遂行することができるよう配慮するとともに、右職員の行為に

より地方公共団体が損害を被つた場合には、簡便、かつ、迅速にその損害の補てん

が図られるように、当該地方公共団体を統轄する長に対し、賠償命令の権限を付与

したものであると解せられる。」と判示されており、支出負担行為及び支出命令等

の権限を有する職員等の当該行為により生じた損害についての賠償責任発生の要件

及び責任の範囲は限定されているものと解する。

２ 法第２４３条の２の賠償責任の判断について

本件監査請求に係る不適正な経理処理の実態については、既に「第３の４ 監査

資料及び監査対象部局の陳述等から確認した内容」で記述したとおりであるが、会

計実地検査では、職員の私的流用が指摘された事案はなく、自主調査でも、私的な

使用・支出をうかがわせる事実は確認されず、全て公務に関連する支出であったと

確認されている。

また、会計検査院は随時報告において、本県を含む６５都道府県市に対する検査

結果として、不適正な経理処理の発生の原因について、「事務手続の省力化等にな

るのであれば多少の手続のかしは許される」、「交付を受けた補助金等は返還が生

じないようにすべてを使い切らなければならない」といった意識があったこと等を

指摘している。

そして、同報告でも、「会計事務手続に問題があり、内部統制が機能していなか

った」と指摘しているように、物品の発注、検収、管理等の一連の手続及び検査・

チェック体制の甘さといった、内部統制の不備も本件監査請求に係る不適正な経理



処理の発生の原因になったものと解される。

さらに、本件監査請求と同様に、普通地方公共団体の不適正な経理処理による加

算金等の支出について、不適正な経理処理を行った職員等の賠償責任の有無等が争

われた平成２３年６月３日の長野地方裁判所の判決では、当該普通地方公共団体が

「会計検査院から本件不適正経理処理との指摘を受けた国交省及び農水省所管の補

助事業については、経費の流用が禁じられているものの、補助金交付についての通

知等によっても、必ずしも事務費等の支出についての具体的な判断基準が明示され

ていたとはいい難い状態にあり、会計検査院が行った平成１９年度決算検査報告を

受けて、事務費等の支出基準が具体的に明示されたことが認められる。」と判示さ

れているところであり、従来、国庫補助事業等の事務費の支出基準が具体的に明示

されていなかったことも、本件監査請求に係る不適正な経理処理の発生の一因とな

ったものと解される。

また、「第３の４ 監査資料及び監査対象部局の陳述等から確認した内容」で既

に記述したとおりであるが、加算金等の支出は、法令の規定及び所管省庁の命令等

に基づく県の義務の履行としてなされたものである。

加算金等の支出によって県に経済的な負担が生じたことは事実であるが、加算金

等の支出の原因となった不適正な経理処理において、職員による私的な使用・支出

をうかがわせる事実は確認されず、全て公務に関連する支出であったと認められる

こと等の事情を考慮すると、法令の規定及び所管省庁の命令等に基づく県の義務の

履行としてされた加算金等の支出について、支出負担行為及び支出命令等の権限を

有する職員等に対して法第２４３条の２の規定に基づく賠償責任を認めることはで

きないと判断する。

第５ 意見

監査の結果は上記のとおりであるが、監査委員としての意見を次のとおり付記す

る。

不適正な経理処理が発生したことは、県政への県民の信頼を損なわせるものであ

り、遺憾である。



不適正な経理処理の再発防止に向けて、全庁的な取組がされているところである

が、内部統制の重要性を十分認識し、適正な予算執行に向けた厳正な運用を望むも

のである。
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